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平成２９年３月定例市議会提出案件概要

（平成２８年度関係）

○報　　告

　　１．市長専決処分の報告について（平成２９年１月１３日専決処分）�  【担当課：住宅課】

　　　　　　市営住宅明渡し及び滞納家賃等の支払請求に関する訴えの提起について

　　２．市長専決処分の報告について（平成２９年１月１６日専決処分）

� 【担当課：リサイクル推進課】

　　　　　　訴えの提起について

　　３．市長専決処分の報告について

　　　　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　　　　　　　⑴　平成２８年１２月２２日専決処分� 【担当課：土木管理課】

　　　　　　　⑵　平成２８年１２月２２日専決処分� 【担当課：土木管理課】

　　　　　　　⑶　平成２９年１月１３日専決処分� 【担当課：土木管理課】 

　　　　　　　⑷　平成２９年１月１９日専決処分� 【担当課：まち美化推進課】 

　　　　　　　⑸　平成２９年１月２６日専決処分�  【担当課：収集課】

　　　　　　　⑹　平成２９年２月８日専決処分� 【担当課：収集課】

○議　　案　

　　１．平成２８年度奈良市一般会計補正予算（第４号）

　　　　　　　　補　正　額� △９２２，８３４千円　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　繰越明許費� ２，９０４，２３７千円　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　２．平成２８年度奈良市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）

　　　　　　　　補　正　額� １７３，１７３千円　　　　　　　　　　　　　　　　　
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　　３．平成２８年度奈良市土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号）

　　　　　　　　補　正　額� △１８，０００千円　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　繰越明許費� ２２４，０００千円　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　４．平成２８年度奈良市駐車場事業特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　　　補　正　額� ０千円（歳入予算の款・項のみ補正）　　　

　　５．‌平成２８年度奈良市介護保険特別会計補正予算（第４号）

　　　　　　　　補　正　額� ０千円（歳入予算の款・項のみ補正）　　　

　　６．‌平成２８年度奈良市水道事業会計補正予算（第２号）

　　　　　　　　継続費補正

　　７．‌�奈良市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部改正に

ついて（公布の日から施行）� 【担当課：選挙管理委員会事務局】

　　　　�　公職選挙法施行令の改正に準じ、市議会議員及び市長の選挙における選挙運動費用の公

費負担の限度額を引き上げる。

　　８．‌�奈良市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく

個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正について（公布の日から

施行）　� 【担当課：長寿福祉課】

　　　　�　主務省令の改正により、在宅の要介護者に対する紙おむつ等の支給に関する事務につい

て番号法に基づきマイナンバーを利用できるようになったため、規定の整理を行う。

－ 2－ － 3－



（平成２９年度関係）

○報　　告

　　１．株式会社奈良市清美公社の事業計画の報告について� 【担当課：廃棄物対策課】

　　　　　　　　事業規模� ８４５，３９４千円　　　　　　　　　　　　

　　２．奈良市市街地開発株式会社の事業計画の報告について� 【担当課：商工労政課】

　　　　　　　　事業規模� ２２４，７００千円　　　　　　　　　　　　

　　３．公益財団法人奈良市生涯学習財団の事業計画の報告について� 【担当課：生涯学習課】

　　　　　　　　事業規模� ５８９，０８２千円　　　　　　　　　　　　

　　４．一般財団法人奈良市総合財団の事業計画の報告について� 【担当課：行政経営課】

　　　　　　　　事業規模� １，６４８，０４６千円　　　　　　　　　　　　

○議　　案　

　　１．平成２９年度奈良市一般会計予算

　　　　　　　　予算規模� １２７，７００，０００千円　　　　　　　　　　　　

　　２．平成２９年度奈良市住宅新築資金等貸付金特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� １５，３００千円　　　　　　　　　　　　

　　３．平成２９年度奈良市国民健康保険特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� ４４，５００，０００千円　　　　　　　　　　　　

　　４．平成２９年度奈良市土地区画整理事業特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� ３，２３６，０００千円　　　　　　　　　　　　
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　　５．平成２９年度奈良市市街地再開発事業特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� １８９，４００千円　　　　　　　　　　　　

　　６．平成２９年度奈良市公共用地取得事業特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� １９８，１００千円　　　　　　　　　　　　

　　７．平成２９年度奈良市駐車場事業特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� １９９，８００千円　　　　　　　　　　　　

　　８．平成２９年度奈良市介護保険特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� ２９，３８０，０００千円　　　　　　　　　　　　

　　９．平成２９年度奈良市母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� ３１，０００千円　　　　　　　　　　　　

　　10．平成２９年度奈良市針テラス事業特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� ９０，０００千円　　　　　　　　　　　　

　　11．平成２９年度奈良市後期高齢者医療特別会計予算

　　　　　　　　予算規模� ５，６８１，０００千円　　　　　　　　　　　　

　　12．平成２９年度奈良市病院事業会計予算

　　　　　　　　予算規模� ９５５，９００千円　　　　　　　　　　　　

　　13．平成２９年度奈良市水道事業会計予算

　　　　　　　　予算規模� １２，９７４，０００千円　　　　　　　　　　　　

　　14．平成２９年度奈良市下水道事業会計予算

　　　　　　　　予算規模� １２，４７２，０００千円　　　　　　　　　　　　
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　　15．奈良市附属機関設置条例の一部改正について（平成２９年４月１日から施行）

� 【担当課：いじめ防止生徒指導課】

　　　　�　いじめ防止対策推進法に規定する地方いじめ防止基本方針の策定についての調査審議及

び答申を行う奈良市いじめ防止基本方針策定委員会を設置する。

　　16．‌�奈良市社会福祉審議会条例及び奈良市感染症診査協議会条例の一部改正について（平成２

　　　　９年４月１日から施行）� 【担当課：行政経営課】

　　　　�　平成２９年度の行政組織の改編に伴い、所要の改正を行う。

　　17．‌�奈良市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例の一部改正について （平

成２９年４月１日から施行）� 【担当課：行政経営課】

　　　　�　指定管理者制度により管理運営する公の施設のうち利用料金制を採用するものについて、

市が管理業務を行う場合の使用料の徴収等に係る規定を新設する。

　　18．‌�奈良市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例及び奈良市職員の育児休業等に関する

条例の一部改正について（平成２９年４月１日から施行）　� 【担当課：人事課】

　　　　�　関係法令の改正に伴い、育児休業等の対象となる子の範囲を拡大する等職員の育児支援

及び介護支援に係る規定について所要の改正を行う。

　　19．‌�奈良市職員の配偶者同行休業に関する条例の制定について（平成２９年４月１日から施行）

� 【担当課：人事課】

　　　　�　地方公務員法の改正に伴い、外国において勤務等をする配偶者と生活を共にすることを

希望する職員を対象とする配偶者同行休業制度を導入する。

　　20．‌�奈良市手数料条例の一部改正について（平成２９年４月１日から施行）

� 【担当課：建築指導課】

　　　　�　建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の施行に伴い、建築物エネルギー消費

性能適合性判定等の手数料に係る規定を追加する等所要の改正を行う。
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　　21．‌�奈良市税条例等の一部改正について（公布の日、平成２９年４月１日、平成３１年１０月

１日から施行）　� 【担当課：市民税課】

　　　　�　地方税法等の一部改正に伴い、軽自動車税の環境性能割の導入等所要の改正を行う。

　　22．‌�奈良市地域包括支援センターの人員等の基準に関する条例の一部改正について（平成２９

年４月１日から施行）� 【担当課：福祉政策課】

　　　　�　介護保険法施行規則の改正に伴い、地域包括支援センターに置く主任介護支援専門員に

係る規定を改める。

　　23．‌�奈良市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例及び奈

良市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正について（平成

２９年４月１日から施行）� 【担当課：障がい福祉課】

　　　　�　関係省令の改正に伴い、就労継続支援Ａ型の事業の運営に係る基準について所要の改正

を行う。

　　24．奈良市国民健康保険条例の一部改正について（公布の日、平成２９年４月１日から施行）

� 【担当課：国保年金課】

　　　　�　国民健康保険法施行令の改正に伴い、国民健康保険の保険料の賦課限度額の引上げ、保

険料の減額の対象となる所得基準額の引上げ等所要の改正を行う。

　　25．奈良市体育施設条例の一部改正について（平成２９年４月１日から施行）

� 【担当課：スポーツ振興課】

　　　　�　都祁生涯スポーツセンター球技場の照明使用料の料金体系を変更する。

　　26．奈良市道路占用料に関する条例等の一部改正について（平成２９年４月１日から施行）

� 【担当課：土木管理課、公園緑地課】

　　　　�　道路法施行令の改正に準じ、市道、準用河川、法定外公共物及び都市公園に係る占用料

を改定する。
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　　27．奈良市地区計画形態意匠条例の一部改正について（平成２９年５月１日から施行）

� 【担当課：景観課】

　　　　　建築物等の形態意匠の制限を適用する区域に左京五丁目地区整備計画区域を追加する。

　　28�．奈良市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正について（平成２

　　　　９年５月１日から施行）� 【担当課：建築指導課】

　　　　�　建築物の用途の制限等を適用する区域に左京五丁目地区整備計画区域を追加する。

　　29．‌�奈良市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正について（平成２９年４

月１日から施行）� 【担当課：企業局財務課】

　　　　　都祁水道事業及び月ヶ瀬簡易水道事業の会計を奈良市水道事業会計と統合する。

　　30．奈良市水道事業給水条例の一部改正について（平成２９年４月１日から施行）

� 【担当課：企業局企業総務課、給排水課】

　　　　�　水道施設分担金等の納期の変更、水道事業に関する証明手数料に係る規定の新設等所要

の改正を行う。

　　31．奈良市下水道条例の一部改正について（平成２９年４月１日から施行）

� 【担当課：企業局企業総務課】

　　　　　下水道事業に関する証明手数料に係る規定を新設する。

　　32．‌�奈良都市計画下水道事業受益者負担に関する条例の一部改正について（平成２９年４月１

日から施行）� 【担当課：企業局下水道計画管理課】

　　　　　月ヶ瀬地区の公共下水道事業の受益者が負担する分担金に係る規定を整理する。

　　33．包括外部監査契約の締結について　� 【担当課：行政経営課】

　　　　　包括外部監査について、公認会計士　大川幸一氏と契約を締結する。
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　　34．市道路線の廃止について� 【担当課：土木管理課】

　　　　　　　　　８路線　　　総延長� 　１，６６１．５ｍ　　　　　　　　　　　　　　　

　　35．市道路線の認定について� 【担当課：土木管理課】

　　　　　　　　４６路線　　　総延長� ５，８８９．８ｍ　　　　　　　　　　　　　　　

　　36．公の施設の指定管理者の指定について（奈良市総合福祉センターほか３議案）

　　　　　　指定管理者を指定する公の施設及び指定管理者の名称

　　　　　　　　下表のとおり

　　　　　　指定管理者の指定の期間

　　　　　　　　平成２９年４月１日から下表の期間

　　37．‌�奈良市教育長の退職手当の特例に関する条例の一部改正について（平成２９年４月１日か

ら施行）（別冊）　� 【担当課：人事課】

　　　　�　平成２９年４月１日に就任する教育長の同日を含む任期に係る退職手当を支給しないこ

ととする。

　　38．‌�奈良市一般職の職員の給与に関する条例及び奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与の

特例に関する条例の一部改正について（平成２９年４月１日から施行）（別冊）

� 【担当課：人事課】

　　　　�　地方公務員法の改正に伴い、一般職の職員の給料表の等級分類の基準となる職務内容を

規定するほか、扶養手当の見直し等所要の改正を行う。

番号 指定管理者を指定する公の施設 指定管理者の名称 指定の期間
（年間） 担当課

１ 奈良市総合福祉センター 社会福祉法人奈良市社会福祉協議会 ５ 障がい福祉課

２ 奈良市ならやま屋内温水プール 社会福祉法人奈良市社会福祉協議会 ５ スポーツ振興課

３ 月ヶ瀬温泉ふれあい市場 月ヶ瀬温泉ふれあい市場管理組合 ２ 月ヶ瀬行政センター地域振興課

４ 湖畔の里“つきがせ” 湖畔の里つきがせ組合 ３ 月ヶ瀬行政センター地域振興課
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　　39．‌�奈良市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正について（平成２９年４月

１日から施行）（別冊）� 【担当課：企業局企業総務課】

　　　　�　単身赴任手当の新設及び部分休業、介護休暇、介護時間又は配偶者同行休業の承認を受

けて勤務しない場合の給与に係る規定の整理等所要の改正を行う。

　　40．教育委員会の教育長の任命について（別冊）� 【担当課：人事課】

　　　　　　中室　雄俊

　　41．教育委員会の委員の任命について（別冊）� 【担当課：人事課】

　　　　　　吉田　信也

　　42．固定資産評価審査委員会の委員の選任について（別冊）� 【担当課：人事課】

　　　　　　近藤　朗

○諮　　問

　　１．人権擁護委員の候補者の推薦について� 【担当課：人権政策課】

　　　　　　河野　良文

　　２．人権擁護委員の候補者の推薦について�  【担当課：人権政策課】

　　　　　　山出　哲史

　　３．人権擁護委員の候補者の推薦について�  【担当課：人権政策課】

　　　　　　東　　正彦
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３月定例市議会提出補正予算概要

１．平成２８年度一般会計補正予算（第４号）

（ア）歳入歳出予算補正� （単位：千円）

款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

総 務 費 △ 85,570 △ 65,600 △ 19,970

１．

２．

３．

庁 舎 等 施 設
整 備 事 業 費

企 画 総 務 費

参議院議員選挙費

△ 20,670

△ 39,900

△ 25,000

△ 20,650

（内訳）
国庫支出金
△ 68,750

県支出金
△ 28,000

市債
76,100

△ 19,950

（内訳）
国庫支出金
△ 19,950

△ 25,000

（内訳）
県支出金
△ 25,000

△ 20

△ 19,950

－

減額及び財源更正
　庁舎等エネルギー対策事業

△ 16,000
【環境政策課】

　近鉄菖蒲池駅南口エレベータ
　設置事業

△ 4,670
【交通政策課】

減額更正
　空家対策総合支援事業経費
【奈良ブランド推進課】

減額更正
【選挙管理委員会事務局】

民 生 費 554,628 537,320 17,308

１．

２．

３．

社会福祉総務費

障 害 者 福 祉 費

児童福祉総務費

5,828

218,000

30,800

163,500

（内訳）
国庫支出金

109,000
県支出金

54,500

15,400

（内訳）
県支出金

15,400

5,828

54,500

15,400

国・県支出金の精算に伴う
返還金

【障がい福祉課】

介護給付費等支給経費
142,000

障害児通所支援経費
76,000

� 【障がい福祉課】

子ども医療費助成
【子ども育成課】

－ 10 － － 11 －



款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

４．

５．

６．

７．

児 童 措 置 費

保 育 所 費

母 子 福 祉 費

認定こども園施設
整 備 事 業 費

△ 50,000

△ 30,000

△ 30,000

410,000

△ 41,500

（内訳）
国庫支出金
△ 33,000

県支出金
△ 8,500

△ 10,000

（内訳）
国庫支出金
△ 10,000

409,920

（内訳）
国庫支出金

47,820
市債

362,100

△ 8,500

△ 30,000

△ 20,000

80

減額更正
　児童手当支給経費
� 【子ども育成課】

減額更正
　保育教育士等臨時職員
　経費

【こども園推進課】

減額更正
　児童扶養手当支給経費

【子ども育成課】

仮称朱雀こども園整備事業
180,000

仮称東登美ヶ丘こども園整備
事業� 150,000
仮称平城こども園整備事業

180,000
減額更正
　認定こども園施設整備事業

△ 100,000
【子ども政策課】

衛 生 費 △ 73,081 △ 58,697 △ 14,384

１．

２．

３．

予 防 費

保 健 予 防 費

母 子 保 健 費

5,000

2,800

12,000

3,750

（内訳）
県支出金

3,750

2,100

（内訳）
国庫支出金

2,100

7,000

（内訳）
国庫支出金

6,000
県支出金

1,000

1,250

700

5,000

予防接種健康被害補償
【保健予防課】

結核医療費公費負担経費
【保健予防課】

身体障害児育成医療費助成
4,000

小児慢性特定疾病医療費助成
� 8,000
� 【保健予防課】

－ 10 － － 11 －



款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

４．

５．

清 掃 総 務 費

清 掃 施 設　　　　　　　
整 備 事 業 費

△ 32,000

△ 60,881

△ 10,666

（内訳）
国庫支出金
△ 10,666

△ 60,881

（内訳）
国庫支出金
△ 20,381

市債
△ 40,500

△ 21,334

－

減額更正
　クリーンセンター建設計画
　策定経費
【クリーンセンター建設準備課】

減額更正
　南部埋立処分地整備事業
【土地改良清美事務所】

農 林 水
産 業 費

△ 33,735 △ 33,735 －

１．

２．

３．

農 業 振 興 費

土 地 基 盤
整 備 事 業 費

林 業 振 興 費

△ 19,562

△ 5,020

△ 9,153

△ 19,562

（内訳）
県支出金
△ 19,562

△ 5,020

（内訳）
県支出金
△ 5,020

△ 9,153

（内訳）
県支出金
△ 9,153

－

－

－

減額更正
　人・農地問題解決推進経費

【農林課】

減額更正
　県営担い手育成基盤
　整備事業

【農林課】

減額更正
　元気な森林づくり経費
� 【農林課】

商 工 費 △ 181,000 △ 181,000 －

１．金 融 対 策 費 △ 181,000 △ 181,000

（内訳）
諸収入
△ 181,000

－ 減額更正
　中小企業資金融資経費

【商工労政課】

観 光 費 △ 10,000 △ 5,000 △ 5,000

１．観 光 振 興 費 △ 10,000 △ 5,000

（内訳）
国庫支出金
△ 5,000

△ 5,000 減額更正
　東部地域観光振興経費
【奈良ブランド推進課】

－ 12 － － 13 －



款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

土 木 費 △ 1,138,000 △ 1,123,905 △ 14,095

１．

２．

３．

４．

５．

道 路 橋 梁
新 設 改 良 費

河川堤防改修費

街 路 事 業 費

公 園 事 業 費

駐 車 場 事 業
会 計 繰 出 金

△ 168,300

△ 10,000

△ 1,045,700

81,000

5,000

△ 168,250

（内訳）
国庫支出金
△ 61,050

市債
△ 107,200

△ 10,000

（内訳）
国庫支出金
△ 2,500

市債
△ 7,500

△ 1,029,831

（内訳）
国庫支出金
△ 623,831
市債
△ 406,000

84,176

（内訳）
国庫支出金
△ 3,224

市債
87,400

△ 50

－

△ 15,869

△ 3,176

5,000

減額更正
　補助事業� △ 111,300
　単独事業� △ 57,000
� 【道路建設課】

減額更正
【河川課】

減額及び財源更正
【西大寺駅周辺整備
事務所・街路課】

鴻ノ池運動公園駐車場整備
81,000

【スポーツ振興課】

財源更正
【公園緑地課】

特別会計繰出金

教 育 費 243,924 249,058 △ 5,134

１．

２．

小 学 校 施 設
整 備 事 業 費

中 学 校 施 設
整 備 事 業 費

101,347

46,000

106,616

（内訳）
国庫支出金

86,816
市債

19,800

45,865

（内訳）
国庫支出金

15,765
市債

30,100

△ 5,269

135

トイレ改修事業
166,000

空調設備整備事業
14,000

月ヶ瀬小学校旧校舎解体事業
85,000

減額更正
　明治小学校校舎改築事業

△ 163,653
【教育総務課】

トイレ改修事業
38,000

空調設備整備事業
8,000

【教育総務課】

－ 12 － － 13 －



� 　　市税 　　　　　　　△ 750,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利子割交付金� △ 50,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式等譲渡所得割交付金� △ 250,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般財源内訳� 地方交付税 　　　　　　69,254

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　繰入金（財政調整基金）� 300,000

　� 繰越金  　　　　　　　192,171

市債（減収補塡債） 　　247,300

　（イ）継続費補正

　　１．変更分　　� （単位：千円）

款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

３．青 少 年 育 成 費 96,577 96,577

（内訳）
国庫支出金

96,577

－ 放課後子ども教室推進事業
経費�

【地域教育課】

公 債 費 △ 200,000 △ 200,000

１．利 子 △ 200,000 △ 200,000 減額更正
� 【財政課】

合　　　　計 △ 922,834 △ 681,559 △ 241,275

















款 項 事業名
補　　正　　前 補　　正　　後

総　　額 年度 年　割　額 総　　額 年度 年　割　額

衛生費 清掃費

南部土地改良
清 美 事 業
第 ２ 工 区
（東谷地区）
整 備 事 業

1,466,767

平成
27
年度

平成　
28　　
年度

614,139

852,628

1,418,000

平成
27
年度

614,139

平成　
28　
年度

791,791

平成　
29　
年度

12,070

－ 14 － － 15 －



　（ウ）　繰越明許費� （単位：千円）　　　　

  

款 項 事　　　　　　業　　　　　　名 金　　額

総 務 費 185,049

総務管理費 地 域 防 犯 活 動 推 進 経 費 14,000

庁 舎 等 施 設 整 備 事 業 116,930

企 画 費 定 住 促 進 経 費 24,000

交 通 環 境 整 備 経 費 2,500
戸 籍 住 民
基本台帳費 個 人 番 号 カ ー ド 交 付 経 費 27,619

民 生 費 918,214

児童福祉費 児 童 福 祉 施 設 整 備 事 業 390,214

認 定 こ ど も 園 施 設 整 備 事 業 528,000

衛 生 費 189,600

保健衛生費 保 健 衛 生 施 設 整 備 事 業 81,800

清 掃 費 清 掃 施 設 整 備 事 業 107,800

農林水産業費 42,969

農 林 費 土 地 基 盤 整 備 事 業 42,969

観 光 費 28,000

観 光 費 観 光 施 設 整 備 事 業 28,000

土 木 費 1,024,200

道路橋梁費 道 路 管 理 経 費 2,000

道 路 橋 梁 新 設 改 良 事 業 460,000

河 川 費 河 川 維 持 補 修 経 費 6,000

河 川 堤 防 改 修 事 業 10,000

都市計画費 都市景観形成地区保存整備事業経費 15,000

歴史的風致形成建造物保存整備事業経費 9,700

街 路 事 業 301,200

公 園 事 業 220,300

消 防 費 19,700

消 防 費 消 防 施 設 整 備 事 業 19,700

－ 14 － － 15 －



　（エ）債務負担行為補正

　　１．変更分� （単位：千円）

（オ）地方債補正

　　１．追加分� （単位：千円）　　

款 項 事　　　　　　業　　　　　　名 金　　額

教 育 費 490,777

小 学 校 費 小 学 校 施 設 整 備 事 業 321,000

中 学 校 費 中 学 校 施 設 整 備 事 業 70,000

社会教育費 放 課 後 子 ど も 教 室 推 進 事 業 経 費 96,577

指 定 文 化 財 補 助 経 費 3,200

災害復旧費 5,728
土 木 施 設
災害復旧費 土 木 施 設 災 害 復 旧 事 業 5,728

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計 2,904,237

事　　　　　項
補　　正　　前 補　　正　　後

期　　間 限　度　額 期　　間 限　度　額

明 治 小 学 校
校 舎 改 築 事 業

平成 28 年度から
平成 29 年度まで 271,000 平成 28 年度から平成 29 年度まで 434,653

起　債　の　目　的 限 度 額 起債の方法 利　　率 償 還 の 方 法

減　収　補　塡 247,300
普 通 貸 借
又 は
債 券 発 行

　5 . 0 % 以 内
（利率見直し方
式により当該利
率の見直しを行
った後において
は、見直し後の
利率とする。）

政府資金についてはその
融資条件により、銀行その
他の場合には、その債権者
との協定による。ただし、市
財政の都合により据置期間
を短縮し、もしくは繰上償還
又は低利に借換えすること
ができる。

計 247,300

－ 16 － － 17 －



　　２．変更分� （単位：千円）　　　　　　

２．平成２８年度国民健康保険特別会計補正予算（第３号）

（ア）歳入歳出予算補正� （単位：千円）

起　債　の　目　的
限　　 　　度 　　　　額

補　正　前 補　正　後 増　減　額

庁 舎 等 施 設 整 備 事 業 188,500 264,600 76,100

福 祉 施 設 整 備 事 業 244,700 706,800 462,100

清 掃 施 設 整 備 事 業 822,100 781,600 △40,500

道 路 事 業 1,456,600 1,349,400 △107,200

河 川 事 業 154,000 146,500 △7,500

都 市 計 画 事 業 910,400 591,800 △318,600

義 務 教 育 施 設 整 備 事 業 951,100 1,001,000 49,900

幼 稚 園 施 設 整 備 事 業 299,500 199,500 △100,000

計 13,013,500 13,027,800 14,300

款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

共同事業
拠 出 金 173,173 173,173 －

１．

２．

高額医療費共同
事 業 拠 出 金

保 険 財 政 共 同
安定化事業拠出金

133,445

39,728

133,445

（内訳）
国庫支出金

33,361
県支出金

33,361
共同事業交付金

66,723

39,728

（内訳）
共同事業交付金

39,728

－

－

高額医療費共同事業拠出金
【国保年金課】

保険財政共同安定化事業拠出金
【国保年金課】

合　　　　計 173,173 173,173 －

－ 16 － － 17 －



３．平成２８年度土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号）

（ア）歳入歳出予算補正� （単位：千円）

（イ）繰越明許費� （単位：千円）

（ウ）地方債補正

　　１．変更分� （単位：千円）

款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

西 大 寺 駅
南 地 区
土 地 区 画
整理事業費

△ 18,000 △ 18,000 －

１．西大寺駅南地区
土 地 区 画
整 理 事 業 費

△ 18,000 △ 18,000

（内訳）
市債
△ 18,000

－ 減額更正
【西大寺駅周辺整備事務所】

合　　　　計 △ 18,000 △ 18,000 －

款 項 事　　業　　名 金　　額

西 大 寺 駅
南 地 区
土 地 区 画
整 理 事 業 費

117,000

西 大 寺 駅 南 地 区
土地区画整理事業費

西 大 寺 駅 南 地 区
土 地 区 画 整 理 事 業 117,000

Ｊ Ｒ 奈 良 駅
南 地 区
土 地 区 画
整 理 事 業 費

107,000

Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南 地 区
土地区画整理事業費

Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南 地 区
土 地 区 画 整 理 事 業 107,000

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計 224,000

起　債　の　目　的
限　　度　　額

補　正　前 補　正　後 増　減　額

西 大 寺 駅 南 地 区
土 地 区 画 整 理 事 業 196,800 178,800 △ 18,000

計 364,100 346,100 △ 18,000

－ 18 － － 19 －



４．平成２８年度駐車場事業特別会計補正予算（第１号）

（ア）歳入予算補正� （単位：千円）

� 一般財源内訳　　　一般会計繰入金　　　5,000

５．平成２８年度介護保険特別会計補正予算（第４号）

（ア）歳入予算補正� （単位：千円）

� 一般財源内訳　　　基金繰入金　　　180,000

款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

駐 車 場
事 業 費

－ △ 5,000 5,000

１．駐 車 場 管 理 費 － △ 5,000

（内訳）
使用料及び
手数料
△ 5,000

5,000 財源更正
【土木管理課】

合　　　　計 － △ 5,000 5,000

款 補　正　事　項 補正額
財　源　内　訳

説　　　　　　明
特定財源 一般財源

保険給付費 － △ 180,000 180,000

１．介護サービス等
諸 費

－ △ 175,772

（内訳）
国庫支出金
△ 175,772

175,772 財源更正
【介護福祉課】

２．高 額 介 護
サ ー ビ ス 等 費

－ △ 3,995

（内訳）
国庫支出金
△ 3,995

3,995 財源更正
【介護福祉課】

３．審査支払手数料 － △ 233

（内訳）
国庫支出金

△ 233

233 財源更正
【介護福祉課】

合　　　　計 － △ 180,000 180,000

－ 18 － － 19 －



６．平成２８年度水道事業会計補正予算（第２号）

（ア）継続費補正

　　１．変更分� （単位：千円）

　
款 項 事業名

補　　正　　前 補　　正　　後
総　　額 年度 年　割　額 総　　額 年度 年　割　額

資本的支出 施設費
緑ヶ丘浄水場
急速ろ過池
設備改良工事

1,117,800

平成
26
年度

22,680

1,117,800

平成
26
年度

22,680

平成
27
年度

252,720
平成
27
年度

252,720

平成
28
年度

343,440
平成
28
年度

244,361

平成
29
年度

498,960
平成
29
年度

598,039

－ 20 － － 20 －


